
不
動

産
移

転
登

記
等

に
係

る

登
録

免
許

税
の

算
定

の
際

、

電
子

で
の

評
価

額
情

報
を

利
用

神
戸

市
行

財
政

局
令

和
２

年
７

月

重点番号33：不動産の移転登記等に係る登録免許税の計算における評価額の電子
情報の活用（神戸市）
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１
．

現
状

（
現

行
制

度
）

証
明

書
発

行
せ

ず
と

も
評

価
額

は
確

認
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

・
・

・

不
動
産
の
所

有
権

移
転

登
記
等

を
行
う
際

に
申

請
者

が
固
定

資
産
税
の
評
価
額

か
ら
登
録
免
許

税
を
算

定
し
て
申
告

し
、
法

務
局
が

記
載
内

容
を
確
認
す
る
必
要
が
あ

り
、
固
定
資
産

税
の
評

価
額
は

、
市

町
村
が

発
行
し
た
固

定
資

産
課
税
台
帳
登
録
事

項
証
明
書
（
以

下
、
証
明

書
と
い
う
。
）
に
よ
り
算
定

す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
証
明

書
記

載
の

評
価

額
（価

格
又

は
比
準

価
格
）
は
、
地
方
税
第
四
百
二
十

二
条
の
三
の

規
定

に
よ
り
、
市
町
村

か
ら
法

務
局

へ
通
知

す
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
証

明
書
が
な
く
と
も
、
法

務
局
に
お
い
て
当
該

情
報
を
確

認
し
、
登

録
免
許
税
を
算
定
す
る

こ
と
は
可
能
で
あ
る
。

・
申
請
者
へ

不
要

な
負
担

（来
庁
・
申
請

書
準
備

・手
数

料
等
）を

か
け
て
い
る
。

・
役
所
の
窓

口
対

応
の

負
担

増
に
も
つ
な
が
っ
て
い
る
。
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・
窓
口
で
の
膨

大
な
数
の

申
請
書

・添
付

書
類

の
不
備

確
認
が

あ
る
。

・
役
所
が

開
い
て
い
る
限

ら
れ

た
時

間
に
、
来

庁
す
る
必
要

が
あ
る
。

・
申
請
書

の
記

入
、
添
付

書
類
の

準
備
が

必
要
で
あ
る
。

・
発
行
手

数
料

（
1年

度
・1

筆
・1

棟
ご
と
に
）

30
0円

が
か
か

る
。

.e
tc

・
証

明
書

発
行

件
数

（
全

体
）

約
9

4
,0

0
0
件

・
う

ち
登

記
目

的
約

5
6

,0
0

0
件

←
約

5
6

,0
0

0
件

は
証

明
書

発
行

せ
ず

と
も

登
録

免
許

税
の

算
定

が
可

能
。

【
平

成
3

1
年

度
神

戸
市

の
例

】

２
．

具
体

的
な

支
障

事
例

市
民

（
納
税
者
）

の
負
担

市
町
村

窓
口

の
負
担

証
明

書
発

行
に

よ
っ

て
・

・
・
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３
．

提
案

事
項

窓
口

対
応
の
負
担
軽
減

・
一
部
証
明
書
発
行
の

窓
口

・
郵

送
申

請
の

受
付
業
務
の
削
減

市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向

上

・
証
明
書
発

行
の

手
間

の
削

減

・
窓
口
が
法

務
局

に
一

本
化

／
一

元
化

（
不
要
な
来
庁

が
な
く
な
る
）

地
方
税
法

第
四

百
二

十
二

条
の
三

に
よ
り
市

町
村

か
ら
法

務
局

へ
送
付
し
て
い
る
電

子
で
の
評
価

額
（
価
格

又
は
比

準
価
格

）情
報

を
法

務
局
に
お
い
て
確
認
し
、
登
録
免
許

税
を
算
定
す
る
よ
う
に
す
る
。

実
現

に
よ

る
効

果

・
証
明
書
発

行
手

数
料

が
不

要
に

・
窓
口
来
庁
者
の
削
減
に
よ
る
行

政
事

務
の

効
率
化
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（
参
考
）
地
方

税
法
第
四

百
二

十
二

条
の
三

（
土
地
又
は
家

屋
の

基
準

年
度
の

価
格
又

は
批
准

価
格
の

登
記
所
へ
の
通
知
）

第
四
百
二
十
二
条
の
三

市
町
村
長
は
、
第
四
百
十
条
第
一
項
、
第
四
百
十
七
条
、
第
四

百
十

九
条
第
二
項
又
は
第
四
百
三
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
つ
て
、
土
地
及
び
家
屋
の
基

準
年
度
の
価
格
又
は
比
準
価
格
を
決
定
し
、
又
は
修
正
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
基
準
年

度
の
価
格
又
は
比
準
価
格
を
、
遅

滞
な
く
、
当
該
決
定
又
は
修
正
に
係
る
土
地
又
は
家
屋
の
所

在
地
を
管
轄

す
る
登
記
所
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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（
参
考
）
登
録

免
許
税
法
第
十
条

（
不
動
産
等

の
価

額
）

第
十
条

別
表
第
一
第
一
号
、
第
二
号
又
は
第
四
号
か
ら
第
四
号

の
三
ま
で
に
掲
げ
る

不
動
産
、
船
舶
、
ダ
ム
使
用
権
、
公
共
施
設
等
運
営
権
又
は
樹
木
採
取
権
の
登
記
又
は
登

録
の
場
合
に
お
け
る
課
税
標
準
た
る
不
動
産
、
船
舶
、
ダ
ム
使
用
権
、
公
共
施
設
等
運
営
権

又
は
樹
木
採
取
権
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
不
動
産
等
」
と
い
う
。
）
の

価
額
は
、
当
該
登
記

又
は
登
録
の
時
に
お
け
る
不
動
産
等
の
価
額
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
不
動
産

等
の
上
に
所

有
権
以
外
の
権
利
そ
の
他
処
分
の
制
限
が
存
す
る
と
き
は

、
当
該
権
利
そ
の

他
処
分
の
制
限
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
の
価
額
に
よ
る
。

２
前
項
に
規
定
す
る
登
記
又
は
登
録
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
登
記
又
は
登
録
が
別

表
第
一
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
不
動
産
又
は
船
舶
の
所
有
権
の
持
分
の
取
得
に

係
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
不
動
産
又
は
船
舶
の
価
額
は
、
当
該
不

動
産
又
は
船
舶
の

同
項
の
規
定
に
よ
る
価
額
に
当
該
持
分
の
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
に
よ
る
。

３
前
項
の
規
定
は
、
所
有
権
以

外
の
権
利
の
持
分
の
取
得
に
係
る
登

記
又
は
登
録
に
つ
い

て
の
課
税
標

準
の
額
の
計
算
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
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（
参
考
）
登
録

免
許
税
法
附
則
第
七
条

（
不
動
産
登

記
に
係

る
不
動

産
価
額

の
特
例

）

第
七
条

新
法
別
表
第
一
の
第
一
号
に
掲
げ
る
不
動
産
の
登
記
の
場
合
に
お
け
る
新
法
第

十
条
第
一
項
の
課
税
標
準
た
る
不
動
産
の
価
額
は
、
当
分
の
間
、
当
該

登
記
の
申
請
の
日
の

属
す
る
年
の

前
年
十
二
月
三
十
一
日
現
在
又
は
当
該
申
請
の
日
の
属
す
る
年
の
一
月
一
日

現
在
に
お
い
て
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
三
百
四
十
一
条
第

九
号
（
固
定
資
産
税
に
関
す
る
用
語
の
意
義
）
に
掲
げ
る
固
定
資
産
課
税

台
帳
に
登
録
さ
れ
た

当
該
不
動
産
の
価
格
を
基
礎
と
し
て
政
令
で
定
め
る
価
額
に
よ
る
こ
と
が

で
き
る
。
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（
参
考
）
登
録

免
許
税
法
施
行
令
附
則

3

３
法
附
則
第
七
条
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
価
額
は
、
地
方
税
法

（
昭
和
二
十
五
年

法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
三
百
四
十
一
条
第
九
号
に
掲
げ
る
固
定
資

産
課
税
台
帳
（
以

下
「
課
税
台
帳
」
と
い
う
。
）
に
登
録
さ
れ
た
価
格
の
あ
る
不
動
産
に
つ
い
て
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
当
該
不
動
産
の
登
記
の
申
請
の
日
の
属
す
る
日
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
掲
げ

る
金
額
に
相

当
す
る
価
額
と
し
、
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
の
な
い
不
動
産
に
つ
い
て

は
、
当
該
不
動
産
の
登
記
の
申
請
の
日
に
お
い
て
当
該
不
動
産
に
類
似
す
る
不
動
産
で
課

税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
の

あ
る
も
の
の
次
の
各
号
に
掲
げ
る
当
該
申
請
の
日
の
区
分

に
応
じ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
金
額
を
基
礎
と
し
て
当
該
登
記
に
係
る
登
記
機
関
が
認
定
し
た

価
額
と
す
る
。

一
登
記
の
申
請
の
日
が
そ
の

年
の
一
月
一
日
か
ら
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
内
で
あ

る
も
の

そ
の
年
の
前
年
十
二
月
三
十
一
日
現
在
に
お
い
て
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
当

該
不
動
産
の
価
格
に
百
分
の
百
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額

二
登
記
の
申
請
の
日
が
そ
の

年
の
四
月
一
日
か
ら
十
二
月
三
十
一
日

ま
で
の
期
間
内
で

あ
る
も
の

そ
の
年
の
一
月
一

日
現
在
に
お
い
て
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
当
該
不
動
産

の
価
格
に
百
分
の
百
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額

119



令
和
２
年
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
案
募
集

愛
媛
県
保
健
福
祉
部
生
き
が
い
推
進
局

障
が
い
福
祉
課

心
身
障
害
者
扶
養
共
済
制
度
の
受
給
者
の
現
況
確
認
等
に
係
る

本
人
確
認
情
報
の
提
供
体
制
の
見
直
し
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重点番号34：心身障害者扶養共済制度の受給者の現況確認方法の見直し（愛媛県）
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